  印 刷 業

  受注は、平成22年春以降、前年同月比で下げ止まったとみられるが、依然低水準の状況となっている。このため、大量印刷が可能な輪転機を保有している企業の多くは稼働率が大幅に低下したままである。このため、受注獲得競争は激しくなっており、受注単価が下落している。こうしたことから、収益は厳しい状況が続いている。雇用面では、多くの企業で従業員に余剰感が出ている。

　今後の見通しは、受注減への対策の巧拙が、企業間の格差を拡大させる要因となるとの見方が業界内では強い。
  業界の特徴
　印刷業は、中小業者の割合が多くを占め、ユーザーから直接受注するのではなく、同業者の下請け（仲間仕事）がかなりのウエイトを占めるケースがみられる。用途別の印刷割合をみると、商業印刷（カタログ、ちらしなどの宣伝印刷物、社内外連絡・案内文書などの業務用印刷など）が最も高く、次いで、包装印刷（食品、薬品などのパッケージの印刷）、出版印刷（雑誌、新聞、書籍など）、事務用印刷（事務用帳票、伝票、ビジネスフォームなど）などとなっている（全日本印刷工業組合連合会調べ）。
　大阪の地位

　大阪府内の印刷業をみると、事業所数2,541、従業者数28,307人、製造品出荷額等5,381億円で、全国に占める割合はそれぞれ10.9％、9.9％、8.9％（大阪府統計課『平成20年大阪の工業』、経済産業省『平成20年工業統計表(産業編)』、全事業所）で、東京に次ぐ地位となっている。大阪の特徴は、商業印刷の比重が高いことで、出版印刷が東京に集中しているのとは対照的である。

　受注は低水準
  最近の受注動向をみると、リーマンショック後に、受注先が広告関連費の削減を進めたたことから、印刷需要が大幅に縮小した。21年に入ってもその流れは続き、受注額の減少が続いた。
  受注は依然として22年春以降に、前年同月比でほぼ横ばいとなり、下げ止まったとみられるが、低水準の状況となっている。このため、大量印刷が可能な輪転機を保有している企業の多くは稼働率が大幅に低下し、一部企業で設備廃棄を実施したとみられている。
　受注動向を用途別にみると、印刷需要の大きな割合を占めるちらしは、エコカー補助金制度の終了によって自動車販売店向けが22年９月以降減少した。また、家電のエコポイント制度の変更による駆け込み需要を狙った家電量販店向けは、10、11月は好調であったものの、12月は一転して減少に転じた。また、求人広告や不動産向けなどは景況感の悪化から低迷が続くなど、一時的な特需による増加がみられるものの、基調として伸び悩んでいる。特に、12月以降は、好調となる要因がなくなり苦戦している。

  パンフレットやカタログも、一部で、富裕層向けに高価格帯商品の通販カタログが企画される動きがみられるものの、総じてページ数縮小、用紙の低グレード化（以前より薄い紙を使用）やサイズ縮小などによって減少している。このように、多くの分野で受注は低水準が続いている。
　収益は悪化
　印刷能力は供給過剰が続き、設備の稼働率を引き上げるため、受注獲得競争は激しくなっており、受注単価が下落している。

　これに対し、各企業ともコスト低減に努めているが、受注単価下落に追いつていない。このため、収益は厳しい状況が続いている。零細業者を中心に廃業もかなり出ているとみられる。

  雇用は低調

  受注低迷が続き設備稼働率が低迷していることから、多くの企業で従業員に余剰感が出ており、再雇用従業員を雇い止めにするなどの人員削減に乗り出した企業も出ている。
  今後の見通し
  ＩＴ化の進展によるちらしやカタログのＷＥＢ掲載への移行は増加しており、印刷需要が構造的に減少している。このため、ＤＴＰなどで培った情報加工技術を活かして、例えば、需要の伸びが見込まれる電子書籍への進出を検討する企業も出てくるなど、印刷媒体にしがみつくだけでは、生き残りは厳しいとみられる。受注減への対策の巧拙が、企業間の格差を拡大させる要因となるとの見方が業界内では強い。

　　　　　　　　　　　　　　　（柴田　昌宏）
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